
「地域への対⽇直接投資 集中強化・促進プログラム」(平成31年４⽉16⽇ 対⽇直接投資推進会議決定）

 対⽇直接投資先は東京を中⼼とする⼀部の⼤都市に集中す
る⼀⽅、それ以外の地域にも、技術⼒をもった企業、特⾊
ある産業集積、農林⽔産品・観光資源をはじめとする様々
な地域資源、優秀な労働⼒が広く存在

 こうした各地域が持つ強みを、外国企業が持つ販路・技
術・⼈材・ﾉｳﾊｳと結びつけることにより、内外の新たな需
要やｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを創出し、地域経済の持続的な活性化につな
げる

 地域の特⾊を⾒極め、地域にとって最も効果的な外国企業誘致
を戦略的に⾏っていくため、JETROをはじめとする関係機関が
連携しながら、24の地⽅⾃治体に対して誘致活動を⽀援

 ⼀部の⾃治体は、誘致戦略が明確になるなど、誘致活動の「実
⾏」段階に到達

政策⽬標「2020年までに対⽇直接投資残⾼を35兆円に倍増」の着実な達成
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「地域への対⽇直接投資サポートプログラム」(平成30年5⽉）
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（２）我が国のビジネス環境の .
.      更なる改善に向けた取組

（１）「地域への対⽇直接投資サポートプログラム」の強化

① 重点⾃治体に対する⽀援への重点化

② 誘致戦略の策定とサポートプログラムへの参加の促進
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① 対⽇直接投資成功事例の企業等への
周知を通じた「外資ｱﾚﾙｷﾞｰ」の緩和

② 法⼈設⽴⼿続のｵﾝﾗｲﾝ･ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ化
③ AIの活⽤等による法令翻訳の加速・

充実化
④ ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ改⾰の取組状況の発

信
⑤ 世銀Doing Businessﾗﾝｷﾝｸﾞを踏まえ

た、事業環境整備やその適切な評価
に向けた取組

⑥ 対⽇直接投資推進会議でこれまでに
決定した取組の着実な実⾏

a. 海外における
知名度不⾜

b. 誘致活動を実⾏する
⼈材不⾜

c. 施策間の連携不⾜

a. ﾄｯﾌﾟｾｰﾙｽや外国企業招へい事業の強化
・海外や地域でのｾﾐﾅｰ等で⾸⻑によるﾄｯﾌﾟｾｰﾙｽ等を実施
b. 誘致体制の強化
・担当職員の研修、JETROの体制強化、JETROと地域⾦

融機関等との連携強化 等
c. 誘致施策の強化
・地⽅創⽣推進交付⾦の有効活⽤等の最適施策ﾒﾆｭｰの提

案、観光需要や農林⽔産品輸出の喚起策との連携強化

 参加⾃治体による誘致戦略策定への⽀援
 対⽇直接投資成功事例集の作成と地⽅⾃治体への周知

 誘致活動の「実⾏」段階にある⾃治体（＝重点⾃治体）を「誘致実績の着実な積み上げ」に導く
 我が国全体のビジネス環境の更なる改善


